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はじめに
アメリカでは1938年に成立した連邦民事訴
訟規則が、そのRule 23にクラス・アクショ
ンを規定して約80年が経過した。クラスとは
集団であり、クラス・アクションとは集団の
代表者が提起する訴訟を意味する。連邦民事
訴訟規則の成立以来、クラス・アクションは
アメリカ社会に多大な影響を与えてきた。
1954年に初めてアメリカ合衆国最高裁判所が
人種別学教育を合衆国憲法違反であると判断
し た ブ ラ ウ ン 判 決（Brown v. Board of 
Education of Topeka）は、クラス・アクショ
ンにより訴えが提起された一例である。人種
差別の事案では差別行為の差止が求められた
が、その後、損害賠償を請求するクラス・ア
クションが多く提訴されるようになった。ア
スベスト被害などの大規模不法行為、雇用差
別、そして証券詐欺のクラス・アクションで
ある。
契約違反や不法行為を原因とする少額被害
が発生すると、受けとる損害賠償よりも裁判
費用が多く支出されることになるため、被害
者は自らすすんで訴えを提起することはない。
そこでクラス・アクションは、少額被害者に
集団化と代表者を通じて救済を与えたのであ
る。
わが国でも2016年10月に消費者の財産的被
害を集団的に回復することを目的とする、い
わゆる消費者裁判特例法が施行された。これ
は日本版クラス・アクションと別称されてい
るが、アメリカのものとは似て非なるもので
ある。アメリカのクラス・アクションについ
ては、1966年の大改正以降多くの論文がわが
国でも発表されてきたとはいえ、その発展経
緯を踏まえて全体像を示したものは存在しな
い。クラス・アクションを巡る一部の問題を
指摘するにとどまっているのである。クラス・
アクションが直面する現在の問題を考察し、
いかなる運用が望ましいかを検討するだけで
は、クラス・アクションを理解することはで
きない。そもそもクラス・アクションがいか
にして形成され、そして底流にあったものは
何か。歴史の流れの中で、クラス・アクショ
ン制度の形成過程を追い、クラス・アクショ
ンを支える制度を検討しながら、クラス・ア
クションの存在意義とその将来を考察するこ
とが必要となる。本書はこれらに応えること
を目的としている。そこで。以下でこの内容
を概略的に示すことにする。
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一　クラス・アクション制度の 
形成過程
中世イングランドでは、農村共同体に立脚
した代表による訴えが、提起されつつあり、
クラス・アクションの萌芽が見られていた。
ただし、複数の者を一つの集合した主体とし
て訴訟手続の中で扱うことのみを認めたもの
であった。当時の裁判所は、代表と集団全体
の利益の合致を精査することはなく、適切な
代表であるかを考慮しなかったのである。そ
の後17世紀中頃にはエクィティ裁判所で濫訴
防止訴状により、共通の争点をもつ複数の訴
訟が併合されるようになる。濫訴防止訴状に
よる訴えの多くは、荘園内部の争いであったが、
18世紀になると都市化が進む当時の社会状況
を反映し実体権を巡る争いが、濫訴防止訴状
により審理されることになった。濫訴防止訴
状で訴えが提起されるには、原告となる複数
の者の間に一般的権利なる抽象的な共通の利
益が求められた。そして当該訴状は、エクイ
ティ裁判所の便宜から利害関係人を集合させ
複数の訴えを回避する手段となったのである。
19世紀のアメリカでは、ジョセフ・ストー
リィは集団の中で共通の利益と公正な代表者
が存在すれば、クラス・アクションが成立す
ることを主張した。彼の考えは、1842年のエ
クィティ規則Rule 48と1912年のエクィティ
規則Rule 38に受継がれることになった。以
上の経緯を経て、1938年に連邦民事訴訟規則
が成立した。そのRule 23にクラス・アクショ
ンが規定されることになったのである。Rule 
23では、共通の権利の存在またはクラス構成
員間での利益の一致を必要とする真正クラス・
アクション、クラス構成員間で財産を共有し
ている場合の混成クラス・アクション、そし
てクラスの構成員の間に共通の法的または事
実にかかる争点がある擬似クラス・アクショ
ンが定められた。しかし、これらのクラス・
アクションは事案によりそれぞれ重複し、既
判力の範囲が不明瞭で、そして出廷しない者
に手続的公平性を担保するための手段が欠如
していた。そこで、クラスとしての統一性と
適切な代表を担保し、請求される救済に応じ
たクラス・アクションを規定する改正が指向
されたのである。
二　クラス・アクションを定める
連邦民事訴訟規則Rule23の 
基本構造と認証審理
訴えがクラス・アクションとして成立する
には、Rule 23 ⒜に定められる要件のすべてと、
⒝の具体的なクラス・アクションのうちいず
れかの要件を満たす必要がある。⒜では、①
当事者が多数であること、②当事者間で共通
の法的または事実上の争点があること、③ク
ラス代表とクラス全体の請求が典型であるこ
と、そして④クラス代表がクラス構成員を適
切に代表していることが求められている。
Rule 23⒝のクラス・アクションは大別する
と、強制型と離脱型である。強制型クラス・
アクションは、クラス構成員にクラスからの
離脱を許さないものであることは共通である
が、その必要性が相違するために、複数定め
られている。Rule 23⒝⑴Aは、矛盾した判決
回避を目的とするクラス・アクションであり、
複数の訴え提起の可能性がある場合に用いら
れる。Rule 23⒝⑴Bは損害賠償の原資となる
資金が制限されている場合に用いられ、そし
てRule 23⒝⑵は差止請求など一定の行為の
作為・不作為を求められる場合に提起される。
一方で、Rule 23 ⒝⑶の損害賠償を目的と
するクラス・アクションは、クラス構成員に
クラスからの離脱権を認めるものであり、裁
判費用の負担が多い少額請求を集合させて代
表による訴えを促す目的がある。このクラス・
アクションは、本来個別の訴えを提起できる
訴えを集合化したものであるため、クラス構
成員は密接に結合しているわけではない。そ
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こで、他のクラス・アクションとは異なり、
クラス・アクションの卓越性と優越性の２つ
の要件が付加されクラスとしての一体性が精
査されることになる。そこで、複数の絡み合っ
た考慮要素のため、このクラス・アクション
は成立が困難になる性質をもつ。一方で少額
の損害を回復できる利点があるため、少額の
損害を集合させて高額な賠償を請求できる訴
えとなっていった。
クラス・アクションでは成立認証審理と正
式な事実審理であるトライアルが区分される。
クラス・アクションは成立が認証されてはじ
めてトライアルで本案判断がなされることに
なる。それにもかかわらず、成立認証審理で
提出される証拠は、本案判断で用いられるも
のと同程度の証拠能力を必要とする。成立認
証審理を目的とする証拠開示と成立認証後に
トライアル前に行われる証拠開示が重複して
いるためである。したがって、クラス・アクショ
ンの成立認証は事実上本案判断と同等な効果
をもつことになる。
クラス・アクションは和解で決着すること
が多い。成立認証審理のためトライアルに至
るまでに既に訴訟が長期化し、当事者とりわ
け被告が高額な裁判費用負担に直面するため
である。任意的なクラス・アクションの取下
げは、裁判所および当事者とも負担を軽減で
きるという点から望ましいものといえる。し
かし、代理人の報酬確保を目的として、当事
者双方の代理人が馴合いにより原告クラス構
成員に実質的な賠償を行わない和解を締結す
ることが見られるようになった。クラス・ア
クションの和解では裁判所の承認が必要であ
るが、当事者の合意を崩すことはできない。
全米弁護士会による模範弁護士行為規程のみ
が和解を規制する手段となっているのである。
三　クラス・アクションを支える
制度
アメリカで損害賠償請求のためのクラス・
アクションが発展してきた背景には、概して
四つの制度が存在する。①成功報酬制と懲罰
的損害賠償の経済的動機付けを行う制度、②
私人による法実現を促す私的司法長官理論、
③複雑な訴えを処理するためのスペシャル・
マスターなど裁判所補助機関、④複数の連邦
裁判所で提起されたクラス・アクションのプ
レ・トライアルの併合を行う広域係属訴訟手
続である。第１の成功報酬は依頼者に訴えの
提起を促す要因となる。また代理人である弁
護士は勝訴可能性のある案件のみを受任する
ことができる。そこで成功報酬は、依頼者と
弁護士を経済的誘因で結びつける機能をもつ
ものであるといえよう。
懲罰的損害賠償はコモン・ローに由来し、
加重事由または著しく常軌を逸した不法行為
の場合に限定されている。大規模不法行為ク
ラス・アクションでは1980年代に懲罰的損害
賠償が高額化した経緯があったため、当該事
案では懲罰的損害賠償がクラス・アクション
提起の要因であったと想定される。大規模不
法行為クラス・アクションでは大規模な被害
のため既に塡補賠償が多額となっている。最
近では適正手続の視点から損害賠償の高額化
防止の方向に進んでおり、クラス・アクショ
ンで懲罰的損害賠償額が減少する可能性があ
る。
第２の私的司法長官の理論は、当初は公益
促進を目的に広く私人に当事者適格を認める
根拠として作用した。その後、弁護士費用の
双方負担を原則とするアメリカン・ルールの
変更根拠となっている。公益を促進する目的
で訴えを提起する原告への経済的援助の必要
性が認識されたためである。1938年の連邦民
事訴訟規則にクラス・アクションが定められ
た当時、行政に代替した私人による法実現が
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期待されていた。私的司法長官理論は一般の
私人に財政的基盤を与える法的制度となる。
この意味で、私的司法長官理論はクラス・ア
クションの提起を促す動機を与える装置とし
て作用するのである。
第３のスペシャル・マスターは、事実審理
の対象を確定する証拠開示手続を進行させる
上で効果的な制度である。クラス・アクショ
ンのプレ・トライアルおよび和解承認手続に
おいて、裁判所の最終判断を導くための有効
な補助手段でもある。この役割は、トライア
ルや執行手続にまで広がりを見せた。この広
範化は裁判の効率的処理を目的として正当化
された。スペシャル・マスターは裁判所に所
属するマジストレイトとは異なり、裁判所外
の私人である。終局的な事実認定を行う権限
はないが、証拠開示全般を処理すべき役割を
付託されている。この意味で、私人による法
実現の一翼を担う機関であると評することが
できよう。
最後に、広域係属訴訟手続は連邦裁判所に
提訴された複数の訴えにつきプレ・トライア
ルの併合を行うものである。これが終了した
後は、トライアルではなく和解で決着しており、
同一の訴訟原因をもつ複数のクラス・アクショ
ンを一括して解決する手段となっている。
四　クラス・アクションを巡る議論
とクラス・アクションの将来
連邦民事訴訟規則Rule 23の改正直後から、
クラス・アクションに対して批判があった。
合衆国議会における政治的不安定さから、消
費者問題などの解決を求めたクラス・アクショ
ンに過剰な期待がかかり、経済界から企業の
行為に支障を与えるものであると嫌悪された
のである。その中心にあったのは、クラス・
アクションが裁判所を媒介とした強奪行為で
あり、代理人のみが利益を得ているとする批
判であった。すなわち企業が被る司法リスク
と利益の不平等配分である。そこで、これら
の批判を踏まえて立法および司法的対応がな
されてきた。最近ではとりわけRule 23⒝⑶
のクラス・アクションを制限する方向が顕著
となったのである。
クラス・アクションを巡る問題は、クラス・
アクションがもつ複雑な手続と代理人の経済
的動機に由来する。まず手続が複雑化するの
は、クラスとしての一体性の検討が行われる
からである。この一体性を容易に推定するに
は実体法の発展が不可欠である。製造物責任
事案で厳格責任が、そして証券詐欺事案で市
場に対する詐欺理論が認められたのはその一
例である。また、クラス・アクションはあく
までもクラス構成員間で共通の法的な争点と
事実が存在する場合に用いられるべきである。
これにより審理の時間短縮につながることに
なる。次に代理人の経済的動機を抑えれば、
私的司法長官として違法行為への抑止を行う
動機が削減される。そこで、案件毎にこれら
をバランスさせながら共存させることが必要
である。この手段として、代理人と公的機関
を雇用など何らかの法的関係をもたせること
も模索されるのである。
クラス・アクションへの批判は、クラス・
アクション制度自体の終焉を促すものではな
い。クラス・アクションは製造物責任や証券
詐欺の領域で実体法と手続法との密接な関連
性を示してきた。クラス・アクション制度を
否定することは、同時に実体法の否定につな
がりかねないのである。
おわりに
2011年のAT & T v. Conceptionで合衆国
最高裁判所は、クラス・アクションを放棄し
て仲裁を紛争解決の手段とする消費者契約
が、連邦仲裁法の下で妥当である旨の判断を
示した。合衆国最高裁判所がクラス・アク
ションを仲裁で代替する見解を示したことに
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は、クラス・アクション審理の煩雑さと被告
の強いストレスが背景に存在することが推定
される。しかし、本判決がクラス・アクショ
ンのRule 23改正の際に考慮された手続的有
効性、すなわち少額の訴えを併合して訴えの
提起を容易にさせることを否定したとも解す
ることができる。紛争解決を仲裁に委ねて、
司法へのアクセスを拒絶したともいえよう。
これは消費者契約に顕著なものである。
クラス・アクションはアメリカ独自のもの
ではない。最近では多くの国が採用するグ
ローバル化した訴訟制度であり普遍性をもつ
ものとなっている。証券や商品の取引がボー
ダーレス化した現在、わが国で発生した何ら
かの違法行為に対して、海を越えて北米や
ヨーロッパでクラス・アクションが提起され
る可能性が高い。最近でもカナダとアメリカ
において神戸製鋼を相手どり検査データの改
ざんによる損害の賠償を求めたクラス・アク
ションが提起されている。今後もクラス・ア
クションは制度として継続する。そこで、少
なくとも海外との接点をもつ企業はクラス・
アクションの被告となる司法リスクがあり、
それに備えることが何より急務であるといえ
よう。
